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r8物価_2_3 朱色変色

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

事業数 11 基金事業数

最終事業NO 11

（単位：千円）

前回から記載内容に変更

があった 事業数 0

" う ち交付対象経費のみ

の変更" を除いた 変更事

業数

0

（単位：千円）

メインメニュー サブメニュー1 サブメニュー2 サブメニュー3 より効果があると考える理由 総事業費（千円） 交付対象経費(千円) R7補正分 R8補正分 その他財源分 参考　総事業費内事務費 事業概要 予算化方法 備考1サブ① 備考1サブ② 備考1サブ③

Ａ

Ｂ1 Ｂ２

交付対象経費

（単位：千円）

国のR7補正予算分

（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

（単位：千円）

国のR8補正予算分

（交付限度額②）

（推奨事業メニュー分）

（単位：千円）

その他

（一般財源や補助対象外

経費等）

（単位：千円）

総事業費に係る

事務費

（単位：千円）

合計  2,168,398  2,168,398  2,153,742  14,656 - 

国 の R7 補 正 に お い て、 食 料 品 の 物 価 高 騰 に 対 す る

特 別 加 算 の 配 分 を 受 け てい ない 市 区 町 村 は 、

食 料 品 の 特 別 加 算 に 関 す る 事 業 を NO 1 に 入 力 してく ださい 。

複 数 の 事 業 が あ る 場 合 は 、 NO 2 以 降 に 記 載 してく ださい 。

1 R7_補正 推奨事業 ○ ○
食料品等物価高騰による負担を 軽減するとともに、

地域経済の下支えを 図る事業であるため。
○ 食料品等物価高騰対策支援事業

Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

①食料品の物価高騰に対す

る特別加算

②物価高騰に伴う低所得者

世帯・高齢者世帯支援

④消費下支え等を 通じた生

活者支援
 1,492,000  1,492,000  1,492,000  12,000

①食料品等物価高騰による負担を 軽減するとともに、地域経済の下支

えを 図るため、市民に対し、1人3,000円（非課税世帯は1世帯あたり

5,000円を 加算）の市内店舗で利用できる電子クーポンを 配布する。

②事業実施に係る委託料

③超勤2,300千円、休日給140千円、会計年度任用職員報酬3,000千円、

期末手当600千円、勤勉手当500千円、共済組合負担金300千円、社会

保険料400千円、普通旅費10千円、会計年度任用職員費用弁償100千

円、消耗品費250千円、修繕料200千円、通信運搬費2,500千円、食料品

等物価高騰対策支援事業電算委託料1,700千円、食料品等物価高騰対

策支援事業委託料1,480,000千円

④本市に住民登録のある市民

－ － － ○ ○ R8.1 議決 R8.4 R8.4 R9.3
対象者（世帯主宛送付）に対して令和８年4月

下旬から給付を 開始する。
明記済み（HP・広報誌・事業チラ シ） ホームページ、広報誌等 電子クーポン 電子クーポン 電子クーポン R8当初（地） 経済振興課

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○

エネルギー価格高騰の影響を 受けている生活者に

対し、省エネ家電への買換えを 支援する事業である

ため。

○ 省エネ家電買換促進補助金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑤省エネ家電等への買い換

え促進による生活者支援
 29,040  29,040  29,040  5,040

①エネルギー価格等の物価高騰の影響を 受けた生活者に対し、省エネ

家電への買換えに対する支援を 行う。

②次の基準を 満たす省エネ家電（新品）への買換え

・統一省エネラ ベル3.0以上のエアコン、冷蔵庫又はLED照明器具

補助対象額の1/2の額（千円未満切捨）。ただし、以下のいずれかを 限

度額とする。

【市内店舗からの購入】

エアコン又は冷蔵庫40,000円、LED照明器具10,000円

【市内に本店登記を 有する法人または、市内に住所及び事業所を 有す

る個人事業主からの購入】エアコン又は冷蔵庫70,000円、LED照明器具

10,000円

③(1)事業費

・エアコン又は冷蔵庫：40,000円（市内店舗購入）×310件＋70,000円（個

人事業主などからの購入）×140件＝22,200,000円

・LED照明器具：10,000円×180件＝1,800,000　合計：24,000,000円

⑵事務費

・会計年度任用職員報酬等　4,860,000円

・通信運搬費　180,000円　合計：5,040,000円

④対象となる省エネ家電への買換えを 行う市内在住の個人

－ ○ － － R8.1 議決 R8.4 R8.4 R9.3 想定補助件数の70％に交付する。 明記済み（HP・広報誌・事業チラ シ） ホームページ、広報誌等 省エネ家電買い替え等 R8当初（地） 環境政策課

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰等の影響を 受けている農業経営者に対し

て、肥料購入費、動力光熱費、農業生産に係る諸材

料費、農薬購入費の一部を 支援する事業であるた

め。

○ 農業者物価高騰対策支援金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑧農林水産業における物価

高騰対策支援
 37,460  37,460  37,460  1,460

①物価高騰に伴う農業経営コストの増加により、経済的な影響を 受け

ている市内農業者（個人、法人）に対し、主な生産費（肥料費、動力光熱

費、諸材料費、農薬衛生費）の一部を 支援する。

②個人：令和7年分の確定申告において、申告した支援対象経費の

10％相当額

法人：令和7年始期の決算書において、申告した支援対象経費の10％

相当額

支援金上限額：150万円

③【個人】R4,5,6年分の燃油・肥料高騰対策支援金申請者の確定申告

書から算出した支援対象経費の平均額：22,711,484円（平均：117人）

【法人】一律150万円で算出（平均：9法人）＝13,500,000円

　　　　小計 36,000,000円

【事務費】

＜会計年度任用職員報酬等＞1,380,000円

＜通信運搬費＞80,000円

　　　　小計 1,460,000円

　　　　合計：37,460,000円

④農業による販売収入額が50万円以上（消費税込み）あり、次期の作

付けを 行う意思がある農業者（個人、法人）

－ － － － R8.1 議決 R8.4 R8.4 R9.3 想定対象者の70％へ交付する。 明記済み（HP・広報誌・事業チラ シ） ホームページ、広報誌等 農林水産・食品分野 農業資材 R8当初（地） 農業振興課

4 R7_補正 推奨事業 ○ ○

エネルギー価格高騰等の影響を 受けている市内中

小企業者の負担軽減及び賃上げの実現に向けた経

営体質の強化を 図る目的の事業であるため。

○ 物価高騰対策中小企業設備導入等支援補助金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑥中小企業・小規模事業者

の賃上げ環境整備
 122,180  122,180  122,180  2,180

①エネルギー価格高騰等の影響を 受けている市内中小企業者の負担

軽減及び賃上げの実現に向けた経営体質の強化を 図るため、省エネ

ルギー化、省コスト化及び効率化・高収益を 目的とした設備等の導入や

更新、改修を 行う場合に、その経費の一部を 助成する。

②市内中小企業者への補助金

③

【補助金額】

・省エネルギー化や省コスト化、効率化・高収益を 目的とした設備等の導

入や更新に係る機械器具費、システム導入費、外注費・委託費

・補助率：2/3以内

・補助限度額2,000,000円×想定件数60件＝120,000,000円

【補助金交付事業に係る事務費（会計年度任用職員（1名））】

報酬1,300千円、期末手当280千円、　勤勉手当230千円、

職員共済組合負担金120千円、　社会保険料210千円、

費用弁償40千円

④市内に事業所を 所有し、又は賃借し、かつ、当該事業所において事

業を 営んでいる中小企業者

－ － － － R8.1 議決 R8.4 R8.4 R9.3 交付件数を 60件とする。 明記済み（HP・広報誌・事業チラ シ） ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R8当初（地） 経済振興課

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○

食料品価格等高騰の影響により保育所給食の材料

費の増加が見込まれるため、保護者負担を 増やすこ

となく栄養バラ ンスや量を 保った給食の提供を 行う目

的の事業であるため。

○ 保育所給食栄養管理事業（食料品価格高騰対応）
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

①食料品の物価高騰に対す

る特別加算

③物価高騰に伴う子育て世

帯支援
 92,000  92,000  92,000  -

①食料品価格等の影響により保育所給食の材料費の増加が見込まれ

るため、保護者負担を 増やすことなく栄養バラ ンスや量を 保った給食の

提供を 行うため、給食用物資を 購入する。

②給食材料費高騰分（職員は除く）

③給食材料費180,000千円－実費徴収金59,000千円－職員等実費徴収

金29,000千円＝92,000千円

④市内公立保育所に通う子の保護者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3

食事摂取基準に基づき、原油価格・物価高

騰前に提供していた給食の提供を 100％維

持する。

明記予定（HP) ホームページ 給食 R8当初（地） 保育施設課

6 R7_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰により、給食材料費が給食費負担軽減交付

金の交付額を 超過するため、当該臨時交付金を 超過

分に充て、小学校児童の学校給食費の無償化を 行う

事業であるため。

○ 学校給食栄養管理事業（学校給食材料費高騰対応）
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

①食料品の物価高騰に対す

る特別加算

③物価高騰に伴う子育て世

帯支援
 376,000  376,000  376,000  -

①物価高騰により、給食材料費が給食費負担軽減交付金の交付額を

超過する部分に対し、重点支援地方交付金を 充当することで、小学校

児童の学校給食費の無償化を 行う。

②給食材料費高騰分（職員は除く）

③給食材料費1,800,000千円－県補助940,000千円－実費徴収金

484,000千円＝376,000千円

④市内小中学校（44校）に通う子の保護者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3
学校給食法第八条の学校給食実施基準を

100％維持する。
明記予定（HP) ホームページ 給食 R8当初（地） 給食課

7 R7_補正 推奨事業 ○ ○

エネルギー価格高騰が続く中、施設運営に欠かせな

い光熱費の高騰分を 支援し、直接市民の用に供する

施設の安定的な運営を 確保することにより、市民

サービスの低下を 防ぐ ことができるため。

○ 交流館施設管理事業（エネルギー価格高騰対応）
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑪推奨事業メニュー例より

も更に効果があると判断す

る地方単独事業

直接市民の用に供する施設の安定的な運営を 確保

することにより、市民サービスの低下を 防ぐ ことがで

きるため

 5,062  5,062  5,062

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障を きたさないよう、

交流館において電気・ガスが安定的・継続的に供給される状況を 確保

する。

②光熱費価格高騰分

③令和7年度支出見込額－令和3年度支出額

〈電気・ガス〉9,467,920円－4,406,289円＝5,061,631円

④交流館（市内7施設）

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 電気・ガスの安定供給を 103％維持する。 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）
市民活動支援

課

8 R8_補正 推奨事業 ○ ○

エネルギー価格高騰の影響を 受けている事業者に

対し、その負担を 利用者に転嫁することなく各種サー

ビスを 安定、かつ継続的に提供することを 目的とした

事業であるため。

○ 障がい者施設光熱費等高騰対策支援金 中東情勢対応 ○

⑦医療・介護・保育施設、学

校施設、公衆浴場等に対す

る物価高騰対策支援

 1,145  1,145  1,145

➀原油価格・物価（LPガス価格）高騰により、障がい者施設等のサービ

スに係る費用が増加することが見込まれるなか、障がい者に対し継続

してサービスが提供できるようにするため、障がい者施設等に対し、給

付金を 支給する。

②物価（LPガス価格）高騰等によるかかり増し経費

③【入所系（施設）】1,400円×定員150人＝210,000円

   【入所系（SS）】1,400円×定員8人＝11,200円

　 【入所系（GH）】1,900円×定員375人＝712,500円

　 【通所系】9,600円×22事業所＝211,200円

④【入所系（施設）】障害者支援施設

   【入所系（SS）】短期入所(空床利用を 除く）

　 【入所系（GH）】共同生活援助

　 【通所系】地域活動支援センター、生活介護、自立訓練、就労選択支

援、就労移行支援、就労継続支援(A型・B型)

－ － － － R8.9 議決 R8.10 R8.10 R8.12 対象事業者100％に交付する 明記予定（HP) ホームページ
障害福祉サービス事業

所・施設等
R8補正（地） 障害福祉課 9月

配分予定額計

小計　交付限度額（R8補正予算分） 101,009                                                                

配分予定額計

国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額②

                                                                      2,168,235 移管先  交付限度額計総務省

                                                                          14,656

                                                                          14,656

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①　（令和7年度本省繰越分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

小計　交付限度額（R7経済対策分）

                                                                      2,148,680

                                                                      1,041,809

                                                                           4,899

                                                                      2,153,579

                                                                      1,041,809

国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額②　（令和８年６月５日通知分）

エラ ー（既配分

額記載不備）

エラ ー（担当

者・連絡先記載

不備）

2,153,579                                                              

2,254,588                                                              

成果目標（可能な限り定量的指標を設

定）

(重点支援地方交付金の追加を 踏まえた

各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

エラ ー（自治体

名記載不備）

実施状況の公表等について

(HP、広報誌など）

2,153,579                                                              

101,009                                                                

国の重点支援地方交付金が活用されてい

る旨の明記
自治体利用欄

備考1

(重点支援地方交付金

の追加を踏まえた各省

庁の通知の発出状況に

定義されている対象分

野)

自治体利用欄

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」

「中小企業・小規模事業

者の賃上げ環境整備」

における細分化項目

自治体での予

算区分

令和8年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費

に臨時交付

金を充当し

ていない

枠

財務部財政課担当部局課名

11222

【11_埼玉県】

11222_埼玉県越谷市

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判

断する地方単独事業」を選択した場合の、より効

果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係

C

支援開始

時期

地方公共団体名（コード有り）

担当者氏名

                                           1,960,000（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交

付限度額を上限として参考表記

                                                                                -

048-963-9115

1,041,809                                                              

                                                                                -

エネル

ギー・食料

品価格等の

物価高騰の

影響を受け

た生活者等

に対して事

業の効果が

直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置

であること

が分かる事

業名称とし

ている

国

の

予

算

年

度

事業終期基金

個人を対象

とした給付

金等

特定事業者

等支援

商品券等活

用事業
予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由

※推奨事業メニューのサブメニュー

・左列で①を選択した事業が②～④にも関連する場合は追加で選択してくださ

い。

・国のR8補正活用事業について、左列で②～④を選択した事業が

食料品の物価高騰に対する支援を含む場合は、N列に追加で①を選択してくださ

い。

予算化の

方法

Ｂ

事業始期
推奨事業メニュー 総事業費

（単位：千円）

※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

商品券等活用事

業が事務連絡等

の留意事項を踏

まえた制度設計

となっているか

（具体的な対応

を検討中の場合

も含む）

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費

メールアドレス zaisei@city.koshigaya.lg.jp

今回配分予定額

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交

付限度額を上限として参考表記

配分予定額計

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交

付限度額を上限として参考表記

電話番号

令和8年度既配分額

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①交付対象経費(地方単独事業費)

（R7経済対策分）

小澤　ゆう子

                                           2,153,742

都道府県・市町村コード（５桁）

都道府県区分

交付対象経費(地方単独事業費)

（R８補正予算分）

国のR 8 補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額②

にかかる交付対象経費
                                                                 14,656

令和8年度既配分額

国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額②

今回配分予定額

国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額②

mailto:zaisei@city.koshigaya.lg.jp
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A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U Y Z AA AB AC AD AE AF AG AH AI AJ AK AL AM AN AO AP AQ AR AS BB BC BD 

メインメニュー サブメニュー1 サブメニュー2 サブメニュー3 より効果があると考える理由 総事業費（千円） 交付対象経費(千円) R7補正分 R8補正分 その他財源分 参考　総事業費内事務費 事業概要 予算化方法 備考1サブ① 備考1サブ② 備考1サブ③

Ａ

Ｂ1 Ｂ２

交付対象経費

（単位：千円）

国のR7補正予算分

（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

（単位：千円）

国のR8補正予算分

（交付限度額②）

（推奨事業メニュー分）

（単位：千円）

その他

（一般財源や補助対象外

経費等）

（単位：千円）

総事業費に係る

事務費

（単位：千円）

成果目標（可能な限り定量的指標を設

定）

(重点支援地方交付金の追加を 踏まえた

各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

実施状況の公表等について

(HP、広報誌など）

国の重点支援地方交付金が活用されてい

る旨の明記
自治体利用欄

備考1

(重点支援地方交付金

の追加を踏まえた各省

庁の通知の発出状況に

定義されている対象分

野)

自治体利用欄

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」

「中小企業・小規模事業

者の賃上げ環境整備」

における細分化項目

自治体での予

算区分

対象外経費

に臨時交付

金を充当し

ていない

枠

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判

断する地方単独事業」を選択した場合の、より効

果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係

C

支援開始

時期

エネル

ギー・食料

品価格等の

物価高騰の

影響を受け

た生活者等

に対して事

業の効果が

直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置

であること

が分かる事

業名称とし

ている

国

の

予

算

年

度

事業終期基金

個人を対象

とした給付

金等

特定事業者

等支援

商品券等活

用事業
予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由

※推奨事業メニューのサブメニュー

・左列で①を選択した事業が②～④にも関連する場合は追加で選択してくださ

い。

・国のR8補正活用事業について、左列で②～④を選択した事業が

食料品の物価高騰に対する支援を含む場合は、N列に追加で①を選択してくださ

い。

予算化の

方法

Ｂ

事業始期
推奨事業メニュー 総事業費

（単位：千円）

※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

商品券等活用事

業が事務連絡等

の留意事項を踏

まえた制度設計

となっているか

（具体的な対応

を検討中の場合

も含む）

81 

82 

83 

9 R8_補正 推奨事業 ○ ○

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を 受け

ながらも、介護サービス等を 必要としている高齢者の

ために事業を 継続実施している事業所を 支援するた

めの事業であるため。

○ 高齢者施設光熱費等高騰対策支援金 中東情勢対応 ○

⑦医療・介護・保育施設、学

校施設、公衆浴場等に対す

る物価高騰対策支援

 12,741  12,741  12,741  23

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を 受けながらも、介護

サービス等を 必要としている高齢者のために、事業を 継続して実施で

きるようにするため、高齢者施設等を 支援する。

②③高齢者施設に対し、物価高騰等によるかかり増し経費（LPガス）。

　 【入所系】定員１名あたり2,300円　5,109定員×2,300円＝11,750,700円

　　　　　　　埼玉県危機管理防災部が行う補助金を 除外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　116事業所×▲1,600円＝▲185,600円

　 【通所系】1事業所一律14,000円    93事業所×14,000円＝1,302,000円

　　　　　　　埼玉県危機管理防災部が行う補助金を 除外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　93事業所×▲1,600円＝▲148,800円

　 計12,718,300円

　【通信運搬費】交付決定通知書を 事業所に送付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 209事業所×110円＝22,990円

④【入所系】　特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、認知症対応型

共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設、養護老人ホーム、軽費

老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、特定施

設入居者生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、小規模多

機能型居宅介護、看護小規模多機能型生活介護

　【通所系】通所介護、通所リハビリテーショ ン、地域密着型通所介護、

認知症対応型通所介護

－ － － － R8.9 議決 R8.9 R8.10 R8.12 対象事業者100％に交付する。 明記予定（HP) ホームページ、広報誌等
介護サービス事業所・

施設等
R8補正（地） 介護保険課 9月

10 R8_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰により、障害児通所支援事業所における

サービスに係る費用の増加が見込まれる中、事業を

継続して実施できるよう、障害児通所支援事業所を

支援する事業のため。

○ 障がい児通所支援事業所光熱費等高騰対策支援金 中東情勢対応 ○

⑦医療・介護・保育施設、学

校施設、公衆浴場等に対す

る物価高騰対策支援

 92  92  92

①物価高騰により、障害児通所支援事業所におけるサービスに係る

費用の増加が見込まれる中、事業を 継続して実施できるよう、障害児

通所支援事業所を 支援し、市民に必要な安定した福祉サービスの提供

を 図る。

②施設の令和8年７月から令和8年９月までの3か月間3か月分の光熱費

（LPガス代）×光熱費（LPガス代）の上昇率

③障害児通所支援事業所23事業所×4,000円（1施設当たりの支給額）

＝92,000円

④LPガスを 利用している指定障害児通所支援事業所23箇所

－ － － － R8.9 議決 R8.10 R8.10 R8.12 事業継続100％ 明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌
障害福祉サービス事業

所・施設等
R8補正（地） こども福祉課 9月

11 R8_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰による運営費の負担増加に対する緊急的

措置として、市内の私立保育所等に対し光熱費上昇

相当分（ＬＰガス代）を 支援することで、市民に必要な

安定した保育事業の提供を 図るため

○ 越谷市私立保育所等物価高騰対応臨時支援金 中東情勢対応 ○

⑦医療・介護・保育施設、学

校施設、公衆浴場等に対す

る物価高騰対策支援

 678  678  678

①物価高騰による運営費の負担増加に対する緊急的措置として、市内

の私立保育所等に対し光熱費上昇相当分（ＬＰガス代）を 支援すること

で、市民に必要な安定した保育事業の提供を 図る。

②③

対象経費：光熱費（ＬＰガス代）

対象期間：令和8年7月から令和8年9月までの3か月間

補助基準額：利用定員1人につき120円（約3,300円(定員1人当たり年間

費用)×物価上昇率14.2％×3か月/12か月＝120円）

定員数：5,673人（令和8年4月1日時点利用定員数。私立保育園：1,983

人、認定こども園：2,333人、新制度幼稚園：330人、地域型保育事業所：

903人、認可外保育施設101人）

　⇒120円×5,650人＝678,000円

④交付対象施設：特定教育・保育施設37園（私立保育園22園、認定こど

も園12園、新制度幼稚園3園）及び特定地域型保育事業所53園、認可外

保育施設4園

－ － － － R8.9 議決 R8.10 R8.10 R8.12 想定事業者の90％に交付する 明記予定（HP) ホームページ等
保育所・幼稚園・認定こ

ども園等
R8補正（地） 保育支援課 9月


